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　パートタイムの主婦をはじめとする短時間労働者の給与が一定額を超えると社会保険料の
負担が生じ、手取りの減少につながるため、これを回避するために就労調整を行う「年収の壁」
による人手不足問題が大きな論点になっています。周知のように 10 月から最低賃金が全国
加重平均 1,002 円に引き上げられた結果、年末にかけて就労調整が発生することが懸念され
ています。政府は「年収の壁」対策として雇用保険料を財源に一人当たり最大 50 万円の企
業向け助成金制度を 10 月から順次実施する予定です。しかし、あくまで短期的政策であり、
中・長期的な「年収の壁」を解消する対策が大きな課題となっております。
　今回の特集記事では、「年収の壁」問題とは何か、「年収の壁」問題が発生する年金制度等
の歴史的背景と現状について、また、中・長期的な問題解決に向けた方向性について、（公財）
年金シニアプラン総合研究機構　理事長　高山憲之氏に考察していただきます。

「年収の壁」問題をめぐる一考察

まえがき

1「年収の壁」問題とは何か
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2「年収の壁」が発生する原因

3 現状および過去：事実確認
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世帯構成の変化
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4 政府が取り組んできた施策
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5 今後の方向性

図参照

本人の年間給与階層別にみた手取り年収　（イメージ図）

注：本人が被用者保険で負担する定率の保険料のみを名目給与年
額から差し引いて、本人の手取り年収を計算している
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Profile　高山憲之（たかやま・のりゆき）

URL：http://takayama-online.net/Japa
nese/index.html

1946年長野県生まれ。
東京大学大学院経済学研究科博士課程単位
修得退学。経済学博士（東京大学）。
武蔵大学講師、同助教授、一橋大学助教授、同教授等を経て、
2010年一橋大学名誉教授。一橋大学経済研究所特任教授（3年
間）。2011年 (公財)年金シニアプラン総合研究機構研究主幹、
2018年より同理事長 （現職）。
2002年１月にスウェーデンの年金改革担当大臣ボー・クェン
ベリー氏を日本に招待し、超党派の国会議員による年金懇談
会の開催に世話人代表の一人として尽力。OECD、IMF、世界
銀行などの年金コンサルタントや年金審議会委員等を歴任。
報道ステーションやNHKスペシャル等、テレビ番組にも出演。
主要な著書・編著は『ストック・エコノミー』『年金改革の構想』
『貯蓄と資産形成』『年金の教室『信頼と安心の年金改革』『年
金と子ども手当』、The Greying of Japan, The Morning
After in Japan, Taste of Pie, Pensions in Asia, Closing
the Coverage Gap, Priority Challenges in Pension
Administration, Securing Lifelong Retirement Income,
Matching Contributions for Pensions 等。
1996年・日経経済図書文化賞受賞（『貯蓄と資産形成』）。
2021年・日本統計学会中村隆英賞（第1回）受賞


